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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量を推定するためのモバイルデバイスにおける方法であって、前記方法は、
　前記モバイルデバイスのディスプレイ上に物体を置くステップと、
　前記物体を搭載された前記モバイルデバイスを振動させるステップと、
　加速度計から直線加速度を特定することを含む、前記モバイルデバイスおよび前記物体
の搭載時振動を測定するステップであって、前記モバイルデバイスは前記加速度計を備え
る、測定するステップと、
　結果として比較を行うために、自重振動を前記搭載時振動と比較するステップであって
、前記自重振動は、測定した前記物体を搭載されない前記モバイルデバイスの振動を含む
、比較するステップと、
　前記比較から前記物体の前記質量を特定するステップとを含む、方法。
【請求項２】
　前記物体を用いることなく前記モバイルデバイスを振動させるステップと、
　前記物体を用いない前記自重振動を測定するステップとをさらに含む、請求項1に記載
の方法。
【請求項３】
　前記物体と前記モバイルデバイスとの間にインターポーザを置くステップをさらに含み
、および／または、
　前記モバイルデバイス上に前記物体を置くために前記モバイルデバイスの前記ディスプ
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レイ上にターゲットエリアを表示するステップをさらに含む、請求項1に記載の方法。
【請求項４】
　前記自重振動を前記搭載時振動と比較するステップは、共振周波数を比較する、請求項
1に記載の方法。
【請求項５】
　前記自重振動を前記搭載時振動と比較するステップは、振幅を比較する、請求項1に記
載の方法。
【請求項６】
　前記物体の状態を受信するステップをさらに含み、
　前記比較から前記質量を特定するステップは、前記物体の前記状態にさらに基づき、さ
らに、
　前記物体の前記状態は、固体、液体および粉末のうちの1つである、請求項1に記載の方
法。
【請求項７】
　前記モバイルデバイスは偏心モータを備え、前記物体を搭載された前記モバイルデバイ
スを振動させるステップは、前記偏心モータを起動するステップを含み、
　前記物体を搭載された前記モバイルデバイスを振動させるステップは、パルス幅変調(P
WM)を形成するために、前記偏心モータを繰り返し起動および停止するステップを含む、
請求項1に記載の方法。
【請求項８】
　前記モバイルデバイスはスピーカを備え、前記物体を搭載された前記モバイルデバイス
を振動させるステップは、前記スピーカから前記振動を生成するステップを含み、
　前記物体を搭載された前記モバイルデバイスを振動させるステップは、パルス幅変調(P
WM)を形成するために、前記スピーカからの振動の生成を繰り返し起動および停止するス
テップを含む、請求項1に記載の方法。
【請求項９】
　前記物体を搭載された前記モバイルデバイスを振動させるステップは、励振周波数を掃
引するステップを含み、
　前記物体を搭載された前記モバイルデバイスの搭載時共振周波数を特定するステップを
さらに含み、さらに、
　結果として比較を行うために前記自重振動を前記搭載時振動と比較するステップは、前
記物体を用いない前記モバイルデバイスの自重共振周波数と、前記物体を搭載された前記
モバイルデバイスの前記搭載時共振周波数とを比較するステップを含む、請求項1に記載
の方法。
【請求項１０】
　前記物体を搭載された前記モバイルデバイスを振動させるステップは、偏心モータに種
々の電圧を供給するステップを含み、または、
　前記モバイルデバイスはスピーカを備え、前記物体を搭載された前記モバイルデバイス
を振動させるステップは、前記スピーカに掃引周波数を供給するステップを含む、請求項
1に記載の方法。
【請求項１１】
　前記モバイルデバイスはジャイロスコープをさらに備え、前記モバイルデバイスおよび
前記物体の前記搭載時振動を測定するステップは、前記ジャイロスコープから角加速度を
特定するステップをさらに含み、
　前記ジャイロスコープからの前記角加速度を用いて前記直線加速度を補償するステップ
をさらに含む、請求項1に記載の方法。
【請求項１２】
　前記モバイルデバイスおよび前記物体の前記搭載時振動を測定するステップは、マイク
ロフォンからの振幅および周波数信号を記録するステップを含み、前記モバイルデバイス
は前記マイクロフォンを備え、および／または、
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　前記比較から前記質量を特定するステップは、温度計から測定された前記モバイルデバ
イスの温度を計算に入れるステップをさらに含み、前記モバイルデバイスは前記温度計を
備える、請求項1に記載の方法。
【請求項１３】
　質量を推定するためのモバイルデバイスにおける方法であって、前記方法は、
　前記モバイルデバイスのディスプレイ上に物体を置くステップと、
　前記物体を搭載された前記モバイルデバイスを振動させるステップと、
　ジャイロスコープから角加速度を特定することを含む、前記モバイルデバイスおよび前
記物体の搭載時振動を測定するステップであって、前記モバイルデバイスは前記ジャイロ
スコープをさらに備える、測定するステップと、
　結果として比較を行うために、自重振動を前記搭載時振動と比較するステップであって
、前記自重振動は、測定した前記物体を搭載されない前記モバイルデバイスの振動を含む
、比較するステップと、
　前記比較から前記物体の前記質量を特定するステップとを含む、方法。
【請求項１４】
　質量を推定するためのモバイルデバイスであって、前記モバイルデバイスは、
　前記モバイルデバイスの表示するための手段上に物体を置くための表示するための手段
と、
　前記物体を搭載された前記モバイルデバイスを振動させるための手段と、
　加速度計から直線加速度を特定することを含む、前記モバイルデバイスおよび前記物体
の搭載時振動を測定するための手段であって、前記モバイルデバイスは前記加速度計を備
える、測定するための手段と、
　結果として比較を行うために、自重振動を前記搭載時振動と比較するための手段であっ
て、前記自重振動は、測定した前記物体を搭載されない前記モバイルデバイスの振動を含
む、比較するための手段と、
　前記比較から前記物体の前記質量を特定するための手段とを備える、モバイルデバイス
。
【請求項１５】
　モバイルデバイスが質量を推定するためのプログラムコードを記憶した非一時的コンピ
ュータ可読記憶媒体であって、請求項１から１３のいずれか一項に記載の方法を実行する
ためのプログラムコードを含む、非一時的コンピュータ可読記憶媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　本出願は、参照によりその全体が本明細書に組み込まれている、2013年8月2日に出願さ
れた「Dynamic force sensing to determine mass using a smartphone」と題する米国特
許出願第13/958,287号の恩典および優先権を主張する。
【０００２】
　本開示は包括的には、質量を特定するためのシステム、装置および方法に関し、より詳
細には、スマートフォンを用いて振動を加え、加速度を測定することによって物体の質量
を特定することに関する。
【背景技術】
【０００３】
　物体の重量を特定するために、重量計は通常、物体によって静的力センサに加えられる
静的力を測定する。たとえば、体重計は通常、4つの静的力センサを用いて、人の体重を
測定する。4つのセンサにかかる力が総計され、結果として人の全体重が生成される。多
くの場合に、小さな重量(たとえば、1オンス分解能で11ポンドまで)は、卓上サイズの力
センサを用いて測定される。不都合なのは、必要なときに、卓上重量計が手近になければ
ならないことである。専用の重量計の近くにいないときに、スマートフォンのような、よ
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り容易に入手可能なデバイスを用いて物体の重さを量ることが望ましい。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　モバイルデバイスによって物体の質量を推定するためのシステム、装置および方法が開
示される。モバイルデバイスは、物体を搭載されないモバイルデバイスと物体を搭載され
たモバイルデバイスの両方を振動させ、非搭載時振動と搭載時振動の両方を測定する。次
に、モバイルデバイスは、非搭載時振動および搭載時振動を比較して、物体200の質量を
特定する。
【０００５】
　いくつかの態様によれば、質量を推定するためのモバイルデバイスにおける方法が開示
され、その方法は、物体を搭載されたモバイルデバイスを振動させることと、加速度計か
ら直線加速度を特定することを含む、モバイルデバイスおよび物体の搭載時振動を測定す
ることであって、モバイルデバイスは加速度計を備える、測定することと、結果として比
較を行うために自重振動と搭載時振動とを比較することであって、自重振動は物体を搭載
されないモバイルデバイスの振動の測定を含む、比較することと、比較から物体の質量を
特定することとを含む。
【０００６】
　いくつかの態様によれば、質量を推定するためのモバイルデバイスにおける方法が開示
され、その方法は、物体を搭載されたモバイルデバイスを振動させることと、ジャイロス
コープから角加速度を特定することを含む、モバイルデバイスおよび物体の搭載時振動を
測定することであって、モバイルデバイスはさらにジャイロスコープを備える、測定する
ことと、結果として比較を行うために自重振動と搭載時振動とを比較することであって、
自重振動は物体を搭載されないモバイルデバイスの振動の測定を含む、比較することと、
比較から物体の質量を特定することとを含む。
【０００７】
　いくつかの態様によれば、質量を推定するためのモバイルデバイスが開示され、そのモ
バイルデバイスは、物体を搭載されるモバイルデバイスを振動させるように構成される振
動ユニットと、加速度計を備え、加速度計からモバイルデバイスおよび物体の搭載時振動
を測定するように構成される振動センサと、振動センサに結合され、結果として比較を行
うために自重振動と搭載時振動とを比較するように構成される比較器であって、自重振動
は物体を搭載されないモバイルデバイスの振動の測定を含む、比較器と、比較から質量を
特定するように構成される特定ユニットとを備える。
【０００８】
　いくつかの態様によれば、質量を推定するためのモバイルデバイスが開示され、そのモ
バイルデバイスは、物体を搭載されたモバイルデバイスを振動させるための手段と、加速
度計から直線加速度を特定することを含む、モバイルデバイスおよび物体の搭載時振動を
測定するための手段であって、モバイルデバイスは加速度計を備える、測定するための手
段と、結果として比較を行うために自重振動と搭載時振動とを比較するための手段であっ
て、自重振動は物体を搭載されないモバイルデバイスの振動の測定を含む、比較するため
の手段と、比較から物体の質量を特定するための手段とを備える。
【０００９】
　いくつかの態様によれば、モバイルデバイスが質量を推定するためのプログラムコード
をその上に記憶している非一時的コンピュータ可読記憶媒体が開示され、そのプログラム
コードは、物体を搭載されたモバイルデバイスを振動させるためのプログラムコードと、
加速度計から直線加速度を特定するためのプログラムコードを含む、モバイルデバイスお
よび物体の搭載時振動を測定するためのプログラムコードであって、モバイルデバイスは
加速度計を備える、測定するためのプログラムコードと、結果として比較を行うために自
重振動と搭載時振動とを比較するためのプログラムコードであって、自重振動は物体を搭
載されないモバイルデバイスの振動の測定を含む、比較するためのプログラムコードと、
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比較から物体の質量を特定するためのプログラムコードとを含む。
【００１０】
　例として様々な態様を図示し説明する以下の詳細な説明から、当業者には他の態様が容
易に明らかになることを理解されたい。図面および詳細な説明は、本質的に例示と見なさ
れるべきであり、限定と見なされるべきではない。
【００１１】
　本発明の実施形態は、一例にすぎないが、図面を参照しながら説明される。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】慣性バランスを示す図である。
【図２】偏心モータを示す図である。
【図３】本発明のいくつかの実施形態による、偏心モータを備えるモバイルデバイスをモ
デル化した図である。
【図４】本発明のいくつかの実施形態による、物体を搭載された偏心モータを備えるモバ
イルデバイスをモデル化する図である。
【図５】本発明のいくつかの実施形態による、物体を搭載された偏心モータを備えるモバ
イルデバイスをモデル化する図である。
【図６】本発明のいくつかの実施形態による、非搭載システムの集中型モデルを示す図で
ある。
【図７】本発明のいくつかの実施形態による、非搭載システムの集中型モデルを示す図で
ある。
【図８】本発明のいくつかの実施形態による、非搭載モバイルデバイスと搭載モバイルデ
バイスの両方の場合の共振周波数を示すための周波数および振幅のプロット図である。
【図９】本発明のいくつかの実施形態による、エンベロープの種々の重量および対応する
加速度を示す図である。
【図１０】本発明のいくつかの実施形態による、モバイルデバイスと物体との間の位置に
あるインターポーザを示す図である。
【図１１】本発明のいくつかの実施形態による、モバイルデバイスを示す図である。
【図１２】本発明のいくつかの実施形態による、モバイルデバイスを示す図である。
【図１３】本発明のいくつかの実施形態による、方法を示す図である。
【図１４】本発明のいくつかの実施形態による、方法を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　添付の図面に関連して以下に記載される詳細な説明は、本開示の種々の態様の説明を意
図しており、本開示を実践できる唯一の態様を表すことを意図していない。本開示におい
て説明される各態様は、単に本開示の例または例示として提供されており、必ずしも他の
態様より好ましいまたは有利であると解釈されるべきではない。詳細な説明は、本開示を
完全に理解してもらうために、具体的な細部を含む。しかしながら、これらの特定の細部
を用いることなく本開示を実践できることは、当業者には明らかであろう。場合によって
は、本開示の概念を曖昧にするのを避けるために、周知の構造およびデバイスがブロック
図の形で示される。頭字語および他の説明的な用語法は、単に便宜的に、そして明確にす
るために使用される場合があり、本開示の範囲を限定することは意図していない。
【００１４】
　本明細書において使用されるときに、モバイルデバイスは、セルラー電話、モバイル電
話またはその他のワイヤレス通信デバイスのような移動局(MS)もしくはユーザ機器(UE)、
パーソナル通信システム(PCS)デバイス、パーソナルナビゲーションデバイス(PND)、パー
ソナル情報マネジャ(PIM)、携帯情報端末(PDA)、ラップトップ、またはワイヤレス通信信
号および/またはナビゲーション信号を受信することができるその他の適切なモバイルデ
バイスと呼ばれることがある。「モバイルデバイス」という用語は、衛星信号受信、支援
データ受信、および/または位置関連処理がそのデバイスにおいて行われるか、またはパ
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ーソナルナビゲーションデバイス(PND)において行われるかにかかわらず、短距離ワイヤ
レス、赤外線、有線接続、または他の接続などによって、PNDと通信するデバイスを含む
ことも意図している。さらに、「モバイルデバイス」は、衛星信号受信、支援データ受信
、および/または、位置関連処理が、そのデバイスにおいて行われるか、サーバにおいて
行われるか、またはネットワークに関連付けられる別のデバイスにおいて行われるかにか
かわらず、たとえば、インターネット、WiFi、または他のネットワークを介してサーバと
通信することができる、ワイヤレス通信デバイス、コンピュータ、ラップトップなどを含
むすべてのデバイスを含むことも意図している。上記の任意の動作可能な組合せも、「モ
バイルデバイス」と見なされる。
【００１５】
　図1は、慣性バランス10を示す。慣性バランス10は、一端22において固定されるばね20(
弓鋸刃など)からなる。他端24は質量W30を保持する。慣性バランス10は、振動の周波数を
測定することによって、質量W30を測定する。振動の周波数f40は、質量の関数である。周
波数と質量との間の変換は、較正中に観測することができる。代替的には、周波数fがば
ねの振動の振幅から独立しており、以下のように質量mおよび剛性kのみから求めることが
できる場合には、フックの法則を用いることができる。
【００１６】
【数１】

【００１７】
　慣性バランス10は、少なくとも2つの既知の質量を用いて較正し、既知の質量ごとに関
連付けられる振動の周波数を求めることができる。その後、未知の質量W30を測定すると
きに、較正結果から未知の質量を見つけるために、周波数カウントを補間または外挿する
ことができる。
【００１８】
　スマートフォンは慣性バランス10を含まない。代わりに、標準的なモバイルデバイス10
0は多くの場合に、モバイルデバイス100を振動させるための偏心モータ112と、モバイル
デバイス100の3次元(3D)直線加速度を測定するための加速度計122とを含む。振動ユニッ
ト110として偏心モータ112を、振動センサ120として加速度計122を用いるとき、本発明の
いくつかの実施形態によれば、プロセッサ140は、自重重量を記録し、自重重量を搭載時
重量と比較し、物体の推定質量を特定することができる。
【００１９】
　図2は、偏心モータ112を示す。偏心モータ112は、偏心回転質量振動モータ(ERM)とも呼
ばれ、通常、スマートフォンの「サイレント」モードにおいて使用される。スマートフォ
ンは、ウェブページを表示するための大型ディスプレイを含み、多くの場合に、メディア
プレーヤ、カメラおよびGPSナビゲーションユニット、高解像度タッチスクリーン、ウェ
ブページを表示するためのウェブブラウザ、およびWi-Fiトランシーバのうちの1つまたは
複数を含む。標準的には、モータは平衡回転要素のみを含むが、偏心モータ112は、中心
軸からオフセットして回転する偏心重量を含む。オフセット質量mの求心力は、偏心モー
タ112を強制的に変位させる。オフセット質量mが約60Hz～300Hzにおいて回転するとき、
変位は振動として知覚される。入力駆動電圧を調整することによって、いくつかの偏心モ
ータ112の回転速度を調整することができる。たとえば、電圧発生器または周波数発生器
を用いて低レベルから高レベルまで様々に電圧レベルを変更する結果として、低い回転速
度から高い回転速度まで周波数が掃引される。
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【００２０】
　図3は、本発明のいくつかの実施形態による、偏心モータ112を備えるモバイルデバイス
100をモデル化する。モバイルデバイス100は、質量Mを有し、偏心モータ112上のオフセッ
ト重量は質量mを有する。モバイルデバイス100の質量は、偏心モータ112のオフセット重
量からの質量mを除く、すべての質量である。ニュートンの運動の第3法則によれば、モバ
イルデバイス100によって引き起こされる力F100は、オフセット質量によって引き起こさ
れる力F112と逆符号で等しく(F100=-F112)、MV0=mv0と書くことができ、ただし、V0はモ
バイルデバイス100の瞬間速度と定義され、v0は偏心質量の逆方向の瞬間速度と定義され
る。速度関係(MV0=mv0)を微分して、加速度関係(MA0=ma)を形成することができる。ただ
し、A0はモバイルデバイス100の加速度を表し、aは偏心質量mの逆方向の加速度を表す。
その図は、測定されるべき外部の重量を含まないので、このシステムにおいて加速度を測
定することは、未知の外部質量の物体200を搭載されないモバイルデバイス100を測定する
。モバイルデバイス100の0重量、自重重量または自重質量を特定することによって、加速
度測定値を用いてシステムを較正することができる。
【００２１】
　図4および図5は、本発明のいくつかの実施形態による、物体200を搭載された偏心モー
タ112を備えるモバイルデバイス100をモデル化する。図4には、オフセット質量mの偏心モ
ータ112を備える質量Mのモバイルデバイス100が示される。モバイルデバイス100は、質量
W1を有する物体200を搭載される。ここで、モバイルデバイス100および物体200の合成質
量は、偏心モータ112の質量mに逆らって働く。モバイルデバイス100が物体200とともに移
動すると仮定すると、それらの速度は同等である(V1)。合成システムは(M+W1)V1=mv1とし
てモデル化することができる。ここで、搭載システムは、偏心モータ112の質量mを含み、
偏心モータ112は、v0の速度において移動している非搭載システムにおいて反対にv1で移
動する。搭載速度関係を微分して、搭載加速度関係{(M+W1)A1=ma}を形成することができ
る。ただし、A1は搭載モバイルデバイス100の加速度を表し、aは偏心モータ112の質量mの
加速度を表す。
【００２２】
　図5は、充填された物体202を示す。物体200がたとえば、質量W1の空の容器である場合
には、空の容器だけを搭載された空のシステムを再較正し、空のシステムを、充填された
物体202を備える充填されたシステムに対する基準とすることによって、そのシステムを0
重量、自重重量または自重質量のシステム(図4に示される)として用いることができる。
空のシステムの合成質量は(M+W1)である。物体200が質量W2によって満たされ、充填され
た物体202を形成するとき、搭載された質量(M+W1+W2)を、この質量(M+W1)と比較して、内
容物の質量W2を特定することができる。再び、ニュートンの法則を適用すると、{(M+W1+ 
W2)V2=mv2)}によって表される搭載システムを微分して、結果として{(M+W1+W2)A2=ma)}を
形成することができる。ただし、A2は搭載システムの加速度を表し、aは偏心モータ112の
偏心質量mの加速度を表す。
【００２３】
　実際には、モバイルデバイス100において、速度ではなく、加速度が測定される。たと
えば、加速度計122が、モバイルデバイス100の加速度A0を測定する。モバイルデバイス10
0が硬い表面上に置かれると仮定すると、偏心質量mの加速度aは、未知数として式(MA0=ma
)を用いて、既知数を用いて解くことができる(a=MA0/m)。ただし、モバイルデバイス100
の質量Mおよび偏心モータ112の質量mはあらかじめわかっている。偏心モータ112が加速度
計122と併置されると仮定すると、加速度A0は加速度計122によって測定することができる
。モバイルデバイス100が偏心モータ112とともに旋回または回転する場合には、ジャイロ
スコープ124を用いて、その回転を考慮することができ、加速度計の結果から除去するこ
とができる。それゆえ、非搭載システムは、偏心モータ112の加速度aを解くことによって
較正することができる。
【００２４】
　質量W1を搭載した後に、その搭載システムは式{(M+W1)A1=ma}によって表される。質量W
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1は(W1=ma/A1-M)として容易に解くことができる。ただし、質量mおよびMはあらかじめわ
かっており、加速度aは較正中に特定されており、加速度A1は加速度計122によって測定さ
れる。物体200が空の容器である場合には、さらなる質量W2は、{(M+W1+W2) A2=ma)}から(
W2=ma/A2-M-W1)として解くことができる。ただし、A2は加速度計122によって現在測定さ
れており、W1は上記のように特定される。
【００２５】
　図6および図7は本発明のいくつかの実施形態による、非搭載システムの集中型モデルを
示す図である。図6に示されるように、非搭載システムのモデルは、モバイルデバイス100
の質量Mと、偏心モータ112の質量mと、減衰係数cと、フックの法則の弾性係数kと、重力
による加速度gと、偏心質量mが中心軸からいかに外れているかを表す半径rと、偏心モー
タ112の角周波数ωとを含む。図7に示されるように、以下の等式のための項が先に列挙さ
れた。
【００２６】
【数２】

【００２７】
　ただし、慣性力は以下の項によって表される。
【００２８】

【数３】

【００２９】
　減衰係数は以下の項によって表される。
【００３０】

【数４】

【００３１】
　フックの法則の弾性はkxによって表され、重力による力は(M+m)gによって表され、偏心
モータ112の駆動力はmrω2sin(ωt)によって表され、ただし、
【００３２】

【数５】

【００３３】
およびxはそれぞれモバイルデバイス100の加速度、測定および位置を表しており、tは時
間を表す。
【００３４】
　一定の周波数の振動の代わりに、偏心モータ112は、周波数の範囲にわたって掃引する
ことができる。周波数の範囲にわたって掃引することによって、モバイルデバイス100の
共振周波数を特定することができる。モバイルデバイス100が質量を変更するたびに(たと
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えば、非搭載から搭載)、共振周波数が変化する。具体的には、モバイルデバイス100の共
振周波数は、質量が増加するにつれて減少する。それゆえ、質量Mを有する非搭載モバイ
ルデバイス100は、質量(M+W1)を有する搭載モバイルデバイス100より高い共振周波数を有
する。
【００３５】
　図8は、本発明のいくつかの実施形態による、非搭載モバイルデバイスと搭載モバイル
デバイスの両方の場合の共振周波数を示すための周波数および振幅のプロット図である。
質量Mおよび偏心モータ112を備える非搭載モバイルデバイス100が、周波数範囲にわたっ
て掃引するとき、振動の振幅を加速度計122によって測定することができる。結果として
非搭載モバイルデバイスのピーク測定値を生成する周波数が、共振周波数f0を表す。質量
(M+W1)の搭載モバイルデバイス100が、周波数範囲にわたって掃引するとき、結果として
搭載モバイルデバイスのピーク測定値を生成する周波数が、共振周波数f1である。搭載モ
バイルデバイスの共振周波数f1は、非搭載モバイルデバイスの共振周波数f0より低い。共
振周波数の差(f0-f1)は、質量W1の指示として用いることができる。すなわち、差(f0-f1)
は、質量W1を特定するために、テーブルへのインデックスとして用いることができるか、
または外挿/補間することができる。
【００３６】
　図9は、本発明のいくつかの実施形態による、エンベロープの種々の重量および対応す
る加速度を示す図である。実験データを用いて、加速度(m/s2)の変化の大きさが、エンベ
ロープ重量の種々の点においてプロットされ、これらの点が1つの線で結ばれる。加速度
は、3-D加速度計を用いて、以下の式からの個々の加速度測定値(ax,ay,az)から単一の加
速度aとして計算された。
【００３７】
【数６】

【００３８】
　エンベロープが、重量を量られるべき物体としての役割を果たした。状況によっては、
測定されるべき物体とスマートフォンとの間にインターポーザが望まれることもある。た
とえば、一般的な空の紙コップまたはプラスチックコップが、スマートフォンとエンベロ
ープとの間のインターポーザとしての役割を果たすことができる。一般的に、インターポ
ーザとして、任意の適切な物体を用いることができる。重量を量られるべき物体の質量の
分解能がインターポーザの質量に匹敵する場合には、インターポーザを考慮するようにシ
ステムを較正することができる。
【００３９】
　インターポーザは、(a)スマートフォンディスプレイへの視線を遮るのを防ぎ、(b)重量
を量られるべき物体の(たとえば、エンベロープからの)たるみがスマートフォン付近の表
面に触れるのを防ぐのに役に立つ場合がある。エンベロープは空の紙コップの上に置かれ
、紙コップはスマートフォンの画面上に置かれた。紙コップの代わりに、プラスチップコ
ップまたは発泡スチロールコップを用いることもできる。インターポーザが利用される場
合、較正または自重測定手順(tarring procedure)は、インターポーザ質量を考慮する。
【００４０】
　図10は、本発明のいくつかの実施形態による、モバイルデバイスと物体との間の位置に
あるインターポーザを示す図である。その図は、種々のエンベロープ重量に対する加速度
計の感度を示す。外挿は、この実験において使用されたスマートフォンが、16オンス(oz.
)より高い値に対して感度があり、5oz.未満の物体の重量を量る場合に極めて感度が高か
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ったことを示す。
【００４１】
　図11および図12は、本発明のいくつかの実施形態による、モバイルデバイス100を示す
。図11において、モバイルデバイス100は、バス130によって互いに接続される、偏心モー
タ112と、スピーカ114と、加速度計122と、ジャイロスコープ124と、マイクロフォン126
と、プロセッサ140と、メモリ150と、ディスプレイ160と、ユーザ入力デバイス170と、温
度計180とを含む。偏心モータ112およびスピーカ114の一方または両方を振動ユニット110
として用いることができる。たとえば、スピーカ114を用いて、音を生成し、モバイルデ
バイス100を振動させることができる。加速度計122および/またはジャイロスコープ124お
よび/またはマイクロフォン126は振動センサ120として用いることができる。たとえば、
マイクロフォン126を用いて、振動ユニット110によって引き起こされた振幅信号を測定す
ることができる。
【００４２】
　上記の説明を簡略化するために、それぞれ単数の意味において、加速度計およびジャイ
ロスコープへの参照が行われた。実際には、スマートフォンは、互いに直交する感度軸を
有する3つの加速度計とも見なされる3次元加速度計を有し、3-D加速度計、または単に加
速度計と呼ばれる場合もあり、X軸加速度計、Y軸加速度計およびZ軸加速度計を有する。
同様に、スマートフォンは、互いに直交する感度軸を有する3つのジャイロスコープとも
見なされる3-Dジャイロスコープも有し、3-Dジャイロスコープと呼ばれる場合もあり、X
軸ジャイロスコープ、Y軸ジャイロスコープおよびZ軸ジャイロスコープを有する。
【００４３】
　簡略化するために、上記の信号処理は、単軸加速度計(たとえば、Z軸加速度計)と単軸
ジャイロスコープ(たとえば、X軸ジャイロスコープ)の両方を参照する。同様に、一連の
慣性センサ測定値によって表されるような、合わせて6つの自由度を与える3-D加速度計お
よび3-Dジャイロスコープが用いられる場合もある。
【００４４】
　図12において、モバイルデバイス100は、バス130によって接続される、振動ユニット11
0と、振動センサ120と、プロセッサ140とを含む。プロセッサ140は、比較器142および特
定ユニット144を形成するためのソフトウェアモジュールまたはコードを含む。振動ユニ
ット110は、物体200を搭載されたときにモバイルデバイス100を振動させるように構成さ
れる。また、振動ユニット110は、たとえば、較正中に搭載されないときに、モバイルデ
バイス100を振動させるように構成することもできる。代替的には、較正値を工場におい
てモバイルデバイス100に記憶することができる。振動センサ120は、モバイルデバイス10
0および物体200の搭載時振動を測定するように構成される。また、振動センサ120は、モ
バイルデバイス100だけの非搭載時振動すなわち自重振動を測定するように構成すること
もできる。比較器142は、振動センサ120に結合され、結果として比較を行うために自重振
動を搭載時振動と比較するように構成される。その比較は、振幅の差、または共振周波数
の差とすることができる。特定ユニット144は、比較から質量を特定するように構成され
る。たとえば、特定ユニット144は、比較からの差に基づいて、質量を補間し、外挿し、
かつ/または探索することができる。
【００４５】
　図13および図14は、本発明のいくつかの実施形態による、方法300を示す。第1の図は、
物体200を用いない較正プロセスを示し、第2の図は、質量W1を有する物体200を搭載され
たプロセスを示す。図13では、310において、プロセッサ140は、振動ユニット110に、モ
バイルデバイス100を振動させる。この時点で、モバイルデバイス100は非搭載であり、物
体200を用いない。320において、プロセッサ140は、振動センサ120に、物体200を用いな
いモバイルデバイス100の非搭載時振動すなわち自重振動を測定させる。この自重振動は
、物体200を搭載されないモバイルデバイス100の較正である。330において、ユーザがモ
バイルデバイス100上に物体200を置く。
【００４６】
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　図14では、340において、プロセッサ140は、振動ユニット110に、物体200を搭載された
モバイルデバイス100を振動させる。350において、プロセッサ140は、振動センサ120に、
物体200を搭載されたモバイルデバイス100の搭載時振動を測定させる。360において、プ
ロセッサ140は、比較器142に、自重振動と搭載時振動とを比較させる。たとえば、プロセ
ッサ140は、比較結果を形成するために、振幅または数波数の差を比較する。370において
、プロセッサ140は、特定ユニット144を用いて、比較結果から質量を特定する。
【００４７】
　プロセッサ140は、特定の較正曲線に従って加速度測定値を調整することができる。加
速度測定値は、較正曲線に応じて、多かれ少なかれ増幅することができる。較正曲線は、
温度計180によって測定された周囲温度と、ジャイロスコープ124からの角加速度測定値と
、振動センサ120に対する振動ユニット110の位置と、モバイルデバイス100の周囲のケー
シングと、モバイルデバイスが載置される表面と、重量を量られる物体200のタイプとを
考慮する。較正曲線はデバイスのカテゴリ、特定のデバイスモデルまたは特定の個々のデ
バイスにカスタマイズすることができる。較正曲線は、平均温度に対して設定することが
できるか、または温度の関数とすることができる。
【００４８】
　たとえば、ハードカバーを有するモバイルデバイス100の周囲のケーシングは、ソフト
カバーより必要とする調整が少ない。ユーザが、物体200のタイプまたは状態(たとえば、
固体、液体または粉末)、ケーシングのタイプ(たとえば、ソフト、ハード、ケーシングな
し)、および/またはモバイルデバイス100が置かれた表面のタイプを入力するように促さ
れる場合がある。いくつかの実施形態では、ユーザは、ディスプレイ160の表面上の物体2
00を置く場所を指示される。すなわち、プロセッサ140は、モバイルデバイス100のディス
プレイ160上に、物体200またはインターポーザを置くためのターゲットエリアを描画する
。
【００４９】
　いくつかの実施形態では、物体200を搭載されたモバイルデバイス100を振動させること
は、パルス幅変調(PWM)を形成するために、モバイルデバイス100内の偏心モータ112を繰
り返し起動および停止することを含む。
【００５０】
　本明細書において説明される方法は、適用例に応じて種々の手段によって実現すること
ができる。たとえば、これらの方法は、ハードウェア、ファームウェア、ソフトウェア、
またはそれらの任意の組合せにおいて実現することができる。ハードウェア実施態様の場
合、各処理ユニットは、本明細書に記載された機能を実行するように設計された、1つも
しくは複数の特定用途向け集積回路(ASIC)、デジタルシグナルプロセッサ(DSP)、デジタ
ル信号処理デバイス(DSPD)、プログラマブル論理デバイス(PLD)、フィールドプログラマ
ブルゲートアレイ(FPGA)、プロセッサ、コントローラ、マイクロコントローラ、マイクロ
プロセッサ、電子デバイス、他の電子ユニット、またはそれらの組合せにおいて実現する
ことができる。
【００５１】
　ファームウェアおよび/またはソフトウェア実施態様の場合、本方法は、本明細書にお
いて説明された機能を実行するモジュール(たとえば、手順、関数など)で実施することが
できる。本明細書において説明される方法を実施する際に、命令を明白に具現する任意の
機械可読媒体を使用することもできる。たとえば、ソフトウェアコードは、メモリに記憶
することができ、プロセッサユニットによって実行することができる。メモリは、プロセ
ッサユニット内に、または、プロセッサユニット外に実装することができる。本明細書に
おいて使用されるときに、「メモリ」という用語は、任意のタイプの長期メモリ、短期メ
モリ、揮発性メモリ、不揮発性メモリ、または他のメモリを指し、任意の特定のタイプの
メモリもしくはメモリ数、またはメモリが記憶される媒体のタイプに限定されるべきでは
ない。
【００５２】
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　ファームウェアおよび/またはソフトウェアにおいて実施される場合、これらの機能は
、コンピュータ可読媒体上に1つもしくは複数の命令またはコードとして記憶することが
できる。これらの例は、データ構造により符号化されたコンピュータ可読媒体およびコン
ピュータプログラムにより符号化されたコンピュータ可読媒体を含む。コンピュータ可読
媒体は、物理的なコンピュータ記憶媒体を含む。記憶媒体は、コンピュータによってアク
セスできる任意の入手可能な媒体とすることができる。例であって、限定はしないが、そ
のようなコンピュータ可読媒体は、RAM、ROM、EEPROM、CD-ROMもしくはそれ以外の光ディ
スクストレージ、磁気ディスクストレージもしくはそれ以外の磁気ストレージデバイス、
または命令またはデータ構造の形式で所望のプログラムコードを記憶するために用いるこ
とができ、かつコンピュータによってアクセスできる任意の他の媒体を含むことができ、
disk(ディスク)およびdisc(ディスク)は、本明細書で用いられるときに、コンパクトディ
スク(CD)、レーザディスク、光ディスク、デジタルバーサタイルディスク(DVD)、フロッ
ピディスクおよびブルーレイディスクを含み、diskは、通常、データを磁気的に再生し、
一方、discは、レーザを用いてデータを光学的に再生する。上記の組合せもコンピュータ
可読媒体の範囲の中に含まれるべきである。
【００５３】
　コンピュータ可読媒体に記憶することに加えて、命令および/またはデータは、通信装
置に含まれる伝送媒体において信号として与えることができる。たとえば、通信装置は、
命令およびデータを示す信号を有するトランシーバを含むことができる。命令およびデー
タは、1つまたは複数のプロセッサに、特許請求の範囲において概説される機能を実施さ
せるように構成される。すなわち、通信装置は、開示される機能を実行するための情報を
示す信号を有する送信媒体を含む。最初は、通信装置に含まれる送信媒体は、開示された
機能を実行するための情報の第1の部分を含むことができ、2度目は、通信装置に含まれる
送信媒体は、開示された機能を実行するための情報の第2の部分を含むことができる。
【００５４】
　開示された態様のこれまでの説明は、任意の当業者が、本開示を実施または使用できる
ようにするために提供される。これらの態様への種々の変更は当業者には容易に明らかに
なり、本明細書において規定された一般原理は、本開示の趣旨または範囲から逸脱するこ
となく他の態様に適用することができる。
【符号の説明】
【００５５】
　　10　慣性バランス
　　20　ばね
　　22　一端
　　24　他端
　　30　質量
　　40　振動の周波数
　　100　モバイルデバイス
　　110　振動ユニット
　　112　偏心モータ
　　114　スピーカ
　　120　振動センサ
　　122　加速度計
　　124　ジャイロスコープ
　　126　マイクロフォン
　　130　バス
　　140　プロセッサ
　　142　比較器
　　144　特定ユニット
　　150　メモリ
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　　160　ディスプレイ
　　170　ユーザ入力デバイス
　　180　温度計
　　200　物体
　　202　充填された物体
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